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1――韓国に関する輸出管理の見直し 

 Ｇ20大阪サミットが閉幕した直後の７月１日、政府は韓国に関する輸出管理のカテゴリーを見直す

方針を発表した。今回の見直しは、改正手続きの違いから７月と８月の２回に分かれている。 

先に実施されたのは、省令改正による特定品目の韓国向け輸出の管理厳格化だ。政府は７月４日よ

り、韓国向けに輸出される「ディスプレイ用樹脂材料（フッ化ポリイミド）」「エッチングガス（フッ

化水素）」「感光材（レジスト）」の３品目に関して、包括輸出許可制度の対象から外し、個別に輸出許

可申請を求める方針に切り替えている。 

次に実施が予定されるのは、政令改正による輸出管理上のカテゴリーの見直しだ。これに併せて、

従来「ホワイト国」と「非ホワイト国」の２つの名称で区分されてきた輸出管理上のカテゴリーも「グ

ループＡ～Ｄ」の４つに細分化される。この措置で韓国は「グループＢ」へと移行され、８月28日か

ら、木材や食料品を除く、ほぼすべての貨物や技術に対して案件ごとの個別審査が必要となる。審査

に要する期間は最大で 90 日間。グローバル・バリューチェーン（以下、ＧＶＣ1）の後方にある最終

仕向地まで審査が必要であり、長期間に及ぶ審査のあとに問題が見つかれば、最終的に輸出許可が下

りないこともあり得る。煩雑な手続きでコストが嵩み、ＧＶＣに目詰まりが生じる事態となれば、輸

出企業はＧＶＣの再編に乗り出すことが予想される。 

 本稿では、名目（gross）の貿易額に加えて、付加価値で見た日韓の貿易関係を概観し、今回の措置

がＧＶＣに及ぼす影響について考察する。 

 

 

2――東アジアを中心に構成されたＧＶＣの構図 

国際的な生産分業体制が敷かれた現代において、貿易取引の実態を理解するためには、通常の貿易

統計で計測される名目の取引を見ているだけでは十分ではなく、付加価値の起源がどこにあるのかを

把握することが必要になる。世界で取引される多くの財やサービスの中には、複数国間にまたがる生

                                                
1 GVC（Global Value Chain）とは、企業が生産工程の最適化を図るために複数国にまたがって構築した、財やサービスの供

給調達を行う構造のこと。 
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産工程を通じて追加された外国を起源とする付加価値が含まれている。通常の貿易統計では計測され

ない付加価値を詳細に分析することは、国際的な生産分業体制のもとで構築されたＧＶＣの実態を解

明することにつながる。そしてそれは、足元で相次ぐ保護主義的な措置の発動が、世界の貿易取引に

どのような影響を与え得るのか、考察するうえで大きな役割を果たす。ここでは、経済協力開発機構

（OECD）と世界貿易機関（ＷＴＯ）が共同で開発した付加価値貿易統計 (Trade in Value Added)を用

いて、東アジアを中心に構築されたＧＶＣの現状について分析する。 

 [図表１]は、２国間の貿易収支を名目および付加価値で見たものである。[図表１]左側の図表は、

日中韓台から欧米に対する貿易収支を示している。図表中「①－②差」を見ると、日韓台から欧米に

対する貿易収支は、付加価値が名目を上回っている一方、中国から欧米に対する貿易収支は、付加価

値が名目を下回っている。これは、日韓台から欧米に対する輸出では、各々の国から直接欧米に向け

て輸出される付加価値に加え、第３国を経由して間接的に輸出される付加価値が多く含まれる一方、

中国から欧米に対する貿易では、外国を起源とする付加価値が輸出品に多く含まれていることを意味

する。中国は日韓台の主要な輸出相手国に位置づけられることから、日韓台の付加価値の一部は、中

国を経由して間接的に欧米へ輸出されていると考えられる。次に、[図表１]右側の図表は、日韓台の

対中韓台 ASEAN、所謂「世界の工場」と称される地域への貿易収支を示している。[図表１]左側の図

表とは異なり、すべての貿易取引において付加価値が名目を下回っている。これは、日韓台の輸出財

の多くが取引相手国を最終目的地としておらず、輸出品の多くが中間財として第３国に輸出されてい

ることを示している。以上を踏まえて考えると、東アジアにおける三角貿易の構図を読み取ることが

できる。三角貿易では、東アジアで生産された高付加価値な中間財は、ASEAN や中国などの新興国に

輸出され、加工や組み立ての工程を経て最終財が欧米などに輸出される。その結果、日韓台の欧米に

対する貿易収支は、付加価値が名目を上回る。アジア地域は、日本にとって主要な中間財の輸出市場

であると言える。なお、図表からは２国間の関係が直線的なものであるように感じられるが、実際に

は第３国を経由する取引や２国間を往復する取引もあり、ＧＶＣはより複雑な関係を構築している。

特に、日本と韓国、台湾との間で行われる取引は、かなり重層的なプロセスを経ているとされる2。そ

の他、日本から中国に対する貿易収支は、名目と付加価値の差が近年小さくなっている。これは、中

国が経済成長を通じて、日本製品の最終消費地としても立場を向上させてきたことを示している。 

                                                
2 広田堅志［2017］「付加価値貿易から見た日本の輸出競争力」『広島経済大学創立五十周年記念論文集』（上巻） 

 

① ② ①-② ① ② ①-②

付加価値 名目 差 付加価値 名目 差

米国 333 264 69 中国 ▲ 120 ▲ 106 ▲ 14

ＥＵ ▲ 240 ▲ 285 45 韓国 39 157 ▲ 118

米国 2,192 2,515 ▲ 323 台湾 59 176 ▲ 118

ＥＵ 302 550 ▲ 248 ASEAN ▲ 119 ▲ 63 ▲ 56

米国 162 94 69 中国 482 969 ▲ 487

ＥＵ 38 ▲ 14 52 韓国 17 31 ▲ 15

米国 219 118 101 ASEAN 26 76 ▲ 50

ＥＵ ▲ 62 ▲ 186 123 中国 442 933 ▲ 491

(注) 「→」は、輸出の方向を示す。 　　　 ASEAN 37 114 ▲ 77

      例えば、「日本→米国」の場合には、日本の対米貿易の貿易収支を意味する。

(資料) OECD「Trade in Value Added (TiVA)：December 2018」

[図表１] 名目および付加価値で見た貿易収支の構造
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3――日本と韓国の貿易構造 

1｜貿易立国の類似点と相違点 

 日本と韓国は、共に貿易立国として国際的に認知される。しかし、その中身について見ると、相違

点も多くあることに気づかされる。 

 [図表２]は、名目ＧＤＰに対する名目輸出と付加価値輸出の割合を示している。図表を見ると、名

目輸出の名目ＧＤＰに対する割合は韓国が40.9％と特に高く、付加価値輸出で見ても欧州一の貿易立

国であるドイツを上回ることが分かる。これは、輸出を通じた外需の取り込みに韓国が成功している

ことを示す一方で、韓国経済が外需への依存度を高め、外需の動向次で経済が振られやすい構造にな

っていることを示している。 

 [図表３]は、輸入中間財の総輸出に占める割合を示したものである。図表を見ると、メキシコや韓

国、台湾などの工業製品輸出国では、輸入中間財の総輸出に占める割合が高く、ロシアや豪州、米国

などの資源輸出国では、輸入中間財の総輸出に占める割合が低くなっている。これは、韓国や台湾な

どで生産される輸出品のうち約３割は外国産であることを意味し、それらの国では輸出の海外依存度

が高くなっていることを示している。なお、日本はやや特殊な位置づけにあり、資源に乏しい工業製

品輸出国でありながら輸入中間財の総輸出に占める割合は低くなっている。これは、日本が「自前主

義」とも称される生産構造を有し、中間財を自力調達していることに由来する。但し、輸入中間財の

総輸出に占める割合は、低ければ低いだけ良いということを意味しない。多国間自由貿易の前提に立

つＧＶＣでは、各国は比較優位の中で自国が得意とする生産に専念し、そうでないものは貿易を通じ

て効率よく安価で質の良いものを調達している。自由で開かれた貿易体制が維持される状況では、輸

入中間財をうまく活用することは、グローバル化を生き抜く「勝利の方程式」であるとも言える。ま

た、産業分類別に見ると、製造業の輸入中間財への依存度はサービス業を上回っている。これは、製

造業では生産工程を海外にアウトソーシングしやすく、サービス業では市場近くに立地を求められる

ことが多いことに起因する。日本と韓国の各割合をＷＴＯの資料をもとに比較すると、製造業では日

本の16.0％に対して韓国は35.5％、サービス業では日本の7.1％に対して韓国は18.1％となる。製造

業で特に差が大きくなっており、主に製造業における輸入中間財への依存度の高さが、全体の差につ

ながっていると言える。 
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[図表２] 名目および付加価値輸出／名目ＧＤＰ（輸出依存度）
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[図表３] 輸入中間財／総輸出 (輸出の海外依存度)
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2｜GVC への参加状況 

 ＧＶＣへの参加には２つの側面がある。１つは、前方への参加（Forward Participation）と呼ばれ

るもので、自国の中間財を第３国の輸出のために提供する側面である。２つ目は、後方への参加

（Backward Participation）と呼ばれるもので、自国の輸出のために外国の中間財を受け入れる側面

である。両者を合算したものはＧＶＣ参加率と呼ばれている。２つの側面を見ることで、中間財の使

用者と供給者としての役割を確認することができる。 

 [図表４]は、国連貿易開発会議（UNCTAD）の付加価値貿易統計を用いて、日本と韓国のＧＶＣ参加

状況を明らかにしたものである。図表を見ると 2018 年時点（推計値）のＧＶＣ参加率は、日本の47.8％

に対して韓国は57.7％となっており、日本よりも韓国がＧＶＣに高い水準で統合されていることが分

かる。なお、両国の推移を見ると、リーマンショック以降にＧＶＣ参加率は若干低下している。これ

は、ＧＶＣの進展が停滞していることを示しており、世界的にも同様の傾向が観察される。ＧＶＣへ

の参加については、日本は前方への参加が主体であるのに対して、韓国は後方への参加が主体である。

これは、[図表３]で見た輸入中間財への依存度の高さにも符合している。近年の傾向として、日本は

後方への参加を高めている。これは、日本がオフショアリングを進めて、海外の安価で良質な中間財

を活用し始めたことを示唆している。逆に韓国では、足元で後方への参加が縮小している。これは韓

国では、ＧＶＣへの統合よりも中間財の国産化が進められてきたことを示唆している。 

 [図表５]はＷＴＯの資料3をもとに、日本と韓国の２つの側面における主要な取引状況を整理したも

のである。図表を見ると、日本は中米豪から自動車、その他機械器具、小売卸といった業種に関連す

る財やサービスを輸入し、中韓シンガポールに対して小売卸、自動車、その他ビジネスサービスとい

った業種に関連する財やサービスを輸出している。一方、韓国は中米日からコンピュータおよび電子

製品、自動車、化学製品といった業種に関連する財やサービスを輸入し、中越メキシコに対してコン

ピュータおよび電子製品、小売卸、自動車といった業種に関連する財やサービスを輸出している。総

じて見れば、日本はＧＶＣ上で韓国の前方に位置し、韓国の主要な輸出品の製造に必要な中間財を供

給していると言える。 

  

 

3｜日韓２国間の貿易取引 

[図表６]は、日韓２国間の貿易取引の推移を示したものである。日韓の貿易取引は、中国のＷＴＯ

加盟（2001年）を機に拡大し、リーマンショック（2008年）を受けて一度縮小したあと世界的に景気

                                                
3 WTO「Trade in value-added and global value chains: statistical profiles」 
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(資料) UNCTAD-Eora
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(注) 2016～2018年は予測値。韓国、97年の値は未公表。

リーマンショック後

■ 前方への参加 ■ 前方への参加

1. 中国 19.9 1. 小売卸 18.9 1. 中国 37.1 1.
コンピュータ

および電子製品
19.0

2. 韓国 10.1 2. 自動車 10.1 2. ベトナム 6.6 2. 小売卸 10.6

3. シンガポール 7.5 3.
その他

ビジネスサービス
9.8 3. メキシコ 5.0 3. 自動車 7.4

■ 後方への参加 ■ 後方への参加

1. 中国 19.0 1. 自動車 17.4 1. 中国 21.3 1.
コンピュータ

および電子製品
24.4

2. 米国 11.7 2.
その他

機械器具
11.6 2. 米国 10.5 2. 自動車 11.4

3. 豪州 6.4 3. 小売卸 10.3 3. 日本 9.0 3. 化学製品 8.4

（資料）WTO「Trade in value-added and global value chains: statistical profiles」

[図表５]　GVC参加段階別の取引相手国および取引内容

提供先 内容
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が回復する中で緩やかな回復を続けている。両国間の貿易収支については、韓国に対して日本が恒常

的に黒字を計上する関係が定着している。韓国において日本との貿易取引の比重が高かった時代には、

この対日赤字が韓国の信用不安を招き、アジア通貨危機の一因にもなったと言われている。韓国では

その反省に立ち、日本からの技術移転や新たな企業誘致を積極的に進めてきた。その過程で、韓国産

業は次第に重化学工業化し、日本との間にあった補完関係は薄れて、新たに競合関係が生まれるよう

になった4。その結果、韓国の輸入に占める日本の比率は低下し、1980 年代の３割超の水準から 2018

年には10.2％へと低下している5。 

 [図表７]は、財務省の貿易統計をもとに、2018年時点における日韓の貿易取引品目を示したもので

ある。日本から韓国に輸出される品目は、半導体製造装置 10.9％、鉄鋼 7.9％、有機化合物 5.3％、

プラスチック5.3％、半導体電子部品4.4％など、６割以上がハイテク製品の製造に関わる部材装置な

どである。逆に、韓国から輸入される品目は、石油製品15.3％、鉄鋼9.5％、半導体電子部品7.0％、

有機化合物5.0％、食料品及び動物4.3％など、汎用性の高い製造原料や燃料などが中心である。日本

から見ると、輸出品には技術面で明確な競争競優位性を有する品目が並び、輸入品にはコスト面や規

模の経済性などで競争優位性を失った品目が並んでいると言える。 

 

4――韓国への輸出管理見直しの影響 

 ＧＶＣや日韓の貿易取引の構造について、以下５点に整理することができる。①アジアには、東ア

ジアから供給される高付加価値な中間財をASEANや中国などで組み立て、最終財を欧米などに輸出す

る三角貿易という構造がある。②韓国は経済の貿易依存度や輸出の輸入中間財への依存度が高く、日

本の依存度は自前主義の生産構造により相対的に低い。③韓国のＧＶＣへの統合は日本のそれを上回

る。④日本が前方への参加を主体とするのに対して、韓国は後方への参加を主体とする。⑤ＧＶＣ上

では総じて日本が韓国の前方に位置し、日本の輸出品は韓国の加工貿易で使用される中間財である。 

 以上を踏まえると、今般発表された日本の韓国への輸出管理の見直しが、仮に貿易上の供給制約に

つながるものだとすれば、韓国の輸出や経済には大きな影響が及ぶと考えられる。代替性に乏しい財

の供給がＧＶＣの上流で滞れば、下流に向かう財の流れは滞りが生じる。日本は総じてＧＶＣ上で韓

国の前方にあり、技術的な優位性を有した財は代替することが難しい。また、これまで韓国はグロー

バル化の中でＧＶＣへの統合を深め、経済は輸出への依存度を強めてきた。日本の措置で輸出品の生 

                                                
4 安倍誠・金都亨「日韓関係史 1965-2015Ⅱ経済」 東京大学出版会 2015年参照。 
5 数値は、韓国通商産業資源省のデータに基づく。 
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[図表６] ２国間の貿易取引〈推移〉

(資料) 財務省貿易統計

(億円)

(年)

リーマンショック後

化学製品

23%

一般機械

23%

電気機器

16%

原料別製品

14%

その他

12%

原料品

4%

鉱物性燃料

4%

輸送用機器

3%
食料品
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[図表７] 日韓の貿易取引〈内訳〉

(資料) 財務省貿易統計

輸入
<韓国→日本>

3.6兆円

輸出
<日本→韓国>

5.8兆円

・有機化合物 （5.3％）

・プラスチック （5.3％）

・半導体装置 （10.9％）

・鉄鋼（7.4％）

・半導体電子部品 （4.4％）
・有機化合物 （5.0％）

・石油製品（15.3％）

・鉄鋼（9.5％）

・半導体電子部品 （7.0％）

・食料品及び動物（4.3％）
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産に滞りが生じ、付加価値の実現が難しくなれば、

韓国経済に影響が及ぶことは必至である。ただし、

今回の措置が禁輸ではなく、輸出管理の厳格化だ

という点は落ち着いて考えてみる必要がある。韓

国に対する今後の扱いは、グループＢに準ずるも

のとなるが、依然として台湾や他のASEAN 諸国の

グループＣを上回っている。一時的に供給制約が

生じることはあっても、安全保障上の懸念がない

ことが明らかとなれば、従来通りのスムーズな取引が再開される可能性もある。韓国では、輸出の個

別許可において日本が恣意的な運用をする余地があると、過度に懸念している様子も見られるが、Ｗ

ＴＯルールの遵守を重視する日本が、そのような運用を行うとは考えにくい。 

[図表８]は、韓国の輸出に占める日本の付加価値比率が高い上位 10品目について、1990年から2015

年までの時系列推移を示したものである。図表を見ると、どの品目も日本の付加価値比率が低下して

いる。これは、韓国で生産工程の内製化が進んだことや、中国や台湾などからの調達が増加したこと

が影響していると考えられる。しかし、韓国産業の日本への依存は、依然として高い水準にあるとも

言える。たとえ、今回の措置で日本からの調達に大きな影響がなかったとしても、韓国において日本

に依存するリスクの高さが認識される機会となったことは間違いない。現在、日本が競争優位を有し

ている産業は、高度なノウハウや長い技術的な学習期間を要するものであり、俄かに内製化が実現し

ていくとは考えにくいが、長い時間軸で捉えれば、こうした動きは日本の技術的な優位を脅かす流れ

にもなりかねない。従って、日本企業もこれまで以上に技術開発や新たなビジネス領域の開拓を進め、

競争優位を維持する努力をしていく必要がある。また、今回の措置を受けて、世界でこれまで築かれ

てきたＧＶＣの再編は不可避なものとなるだろう。実際に韓国からの供給に影響が生じれば、主な競

合相手である中国や台湾がシェアを伸ばす事態が想定されるし、影響がなかった場合でも、韓国から

の調達に依存する企業では、調達網の多様化を図る動きが出てくるだろう。もちろん、供給先の変化

に応じた資源配分の見直しは、日本企業にとっても必要となる。 

最後に、日本は韓国と同様、グローバル化の「勝利の方程式」であるＧＶＣの深化を通じて利益を

得てきた国であるということを、改めて認識しておく必要がある。特に日本は、アジア諸国に中間財

取引を拡大することで利益を得てきた。昨今、ＧＶＣの前提である多国間主義が保護主義の台頭で揺

さぶられている。自由貿易が後退は、日本にとっても外貨獲得や収益機会の縮小につながるマイナス

の事態である。今回の措置が日本の保護主義への転換だと誤解されることがないように、国際社会に

しっかりと説明していくことが必要だろう。 
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[図表８] 韓国の輸出品に占める日本の付加価値比率<上位10品目>
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